２０１８．２．８
Ｎo.１０５６号

201８年度部局別職員定数
引き続き、長時間労働を縮減するための定数の増配置基調は維持
健康で生き生きと働ける職場づくりをめざし、過重労働の撲滅に向けた労使協議を進めます
黒岩知事は2月7日、来年度予算案の概要と人員定数を発表しました。（局別職員定数は3頁）

○主な増要素
・児童虐待対応の支援体制強化
・新人事給与システム対応

・出先機関の経理部門等の支援
・オリンピック、パラリンピックの体制強化
・リニア中央新幹線整備の推進

・公立大学法人保健福祉大学への派遣
○主な減要素

・フラワーセンター大船植物園の指定管理者導入
・保健福祉大学の公立大学法人化
・産業技術総合研究所派遣の引上げ

・用地業務等の重点配置に向けた整理
定数配置等の状況
・来年度の定数調整にあたっては、基本要求交渉で確認したように、「時間外勤務の実態」が定数調整の要素の一つとされました。
・一例として、別記の「2017年度上半期時間外上位30所属」で、結果として48人の増となりました。（ただし、他の増減要素も含み、必ずしも全ての所属で増員となるわけではありません。）
・全体的に見て、減要素は235人ですが、保健福祉大学の公立大学法人化の153人減、フラワーセンターの指定管理者制度導入の18人減を除くと64人の減です。一方、保健福祉大学への派遣41人を除いた増要素は138人で、知事部局では実質74人の増となります。

・トータルで、配分定数が56人減。条例定数が36人減。その差の20人分は保留分として、年度内の緊急対応に充てられます。

・また、今年度に「時間外勤務の縮減」を目的に配置された30人分の非常勤職員枠は維持され、加えて28人分の非常勤枠が各局に配分されます。

・これは、年度途中の繁忙期に対応するため、局の判断で配置できるものです。
今後の自治労県職労の取り組み

定数増の基調が変わらなかったことは前進ですが、2005年度から10年間で1,179人削減されたことを踏まえると圧倒的に人員不足です。
自治労県職労は、今後開催される確定闘争で確認した労使協議の場において、課題の共有化を図り、労働時間のデータを基に実効ある時間外勤務縮減対策を労使で検討し、推進していきます。
2018年度知事部局配分定数

	
	2018
	2017
	合計
	増減
	局移管

	政　策　局
	460
	441
	19
	12
	7

	総　務　局
	1,196
	1,140
	56
	△1
	57

	安全防災局
	195
	158
	37
	2
	35

	県　民　局
	-
	784
	△784
	36
	△820

	国際文化観光局
	155
	-
	155
	0
	155

	スポーツ局
	110
	93
	17
	17
	0

	環境農政局
	854
	869
	△15
	△16
	1

	保健福祉局
	-
	1,622
	△1,622
	△109
	△1,513

	福祉子どもみらい局
	1,093
	-
	1,093
	0
	1,093

	健康医療局
	1,023
	-
	1,023
	0
	1,023

	産業労働局
	499
	538
	△39
	△1
	△38

	県土整備局
	1,245
	1,240
	5
	5
	0

	会　計　局
	79
	79
	0
	0
	0

	地域県政総合センター
	399
	400
	△1
	△1
	0

	合　　　計
	7,308
	7,364
	△56
	△56
	0

	条例定数
	7,368
	7,404
	△36
	△36
	0


※保健福祉局には、保健福祉大学を含む。
○2017年度上半期時間外上位30所属

（政策局）知事室、ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部、市町村課、（総務局）人事課、税制企画課、施設整備課、給与事務センター、（安全防災局）災害対策課、（県民局）総務室、文化課、国際課、次世代育成課、子ども家庭課、子ども支援課、中央児童相談所、（環境農政局）自然環境保全課、（保健福祉局）総務室、医療課、健康危機管理課、健康増進課、がん・疾病対策課、地域福祉課、高齢福祉課、障害福祉課、共生社会推進課、（産業労働局）観光企画課、国際観光課、（県土整備局）都市計画課、道路管理課、道路整備課

２０１８年度部局別職員定数

	部局
	増　　要　　素
	減　　要　　素
	増減

	
	内　　　容
	増数
	内　　　容
	減数
	定　数

（昨年）

	政策　局
	
	＋９０
	
	△７１
	１９

	
	・「100歳時代の設計図」の取組の推進

・出先機関の経理部門支援

・その他業務増

・県民局からの業務移管
	２

１

１２

７５
	・業務見直し

・総務局への業務移管

・保健福祉局への業務移管

・地域県政総合センターへの業務移管
	△３

△５９

△７

△２


	４６０

（441）

	県政Ｃ
	
	＋２
	
	△３
	△１

	
	・政策局からの業務移管
	２
	・業務見直し

・業務移管
	△１

△２
	３９９

（400）

	総務　局
	
	＋６６
	
	△１０
	５６

	
	・新人事給与管理システム対応

・出先機関の経理部門等支援

・政策局からの業務移管
	５

２

５９
	・団体・民間派遣の引上げ

・個人住民税対策派遣体制の見直し

・その他業務見直し

・福祉子どもみらい局への業務移管
	△３

△４

△１

△２


	１,１９６

（1,140）

	安全防災局
	
	＋４１
	
	△４
	３７

	
	・地域防災体制の強化等

・緊急消防援助隊合同訓練準備

・その他業務増

・県民局等からの業務移管
	４

１

１

３５
	・その他業務見直し
	△４


	１９５

（158）

	県　民　局
	
	＋３８
	
	△８２２
	△７８４

	
	・人権・共生社会の推進

・ベトナム交流事業の拡大

・マグカルの推進

・児童虐待対応の支援体制強化

・その他業務増

・出先機関の経理部門等支援

・総務局からの業務移管
	２

４

５

１２

１２

１

２
	・総務室の廃止

・政策局への業務移管

・安全防災局への業務移管

・国際文化観光局への業務移管

・福祉子どもみらい局への業務移管
	△２９
△７５

△３４

△１０３

△５８１
	―
（784）

	国際文化観光局
	
	
	１５５

	スポーツ局
	
	＋２１
	
	 △４
	１７

	
	・オリンピック、パラリンピックの推進

・ラグビーワールドカップの推進

・ねんりんピックの推進
	１２

７

２
	・国体アイスホッケーの終了
	△４


	１１０

（93）

	環境農政局
	
	＋５
	
	△２０
	△１５

	
	・鳥獣被害対策支援業務の体制強化

・オリンピック・パラリンピック業務の推進

・出先機関の経理部門等支援

・地域県政総合センターからの業務移管
	２

１

１

１
	・フラワーセンター大船植物園の指定管理者制度導入

・その他業務見直し
	△１８

△２
	８５４

（869）

	福祉子どもみらい局
	
	
	１，０９３

	部局
	増　　要　　素
	減　　要　　素
	増減

	
	内　　　容
	増数
	内　　　容
	減数
	定　数

（昨年）

	健康医療局
	
	
	１，０２３

	保健福祉局
	
	＋６２
	
	△１,６８４
	△１,６２２

	
	・医師確保対策の体制強化

・公立大学法人保健福祉大学への派遣

・ともに生きる社会かながわ憲章の実現に向けた取組

・地域生活移行に向けた支援体制の強化等

・出先機関の経理部門等支援

・その他業務増
	２

４１

５

３

１

１０
	・指定都市への権限移譲

・公立大学法人化業務の終了

・茅ヶ崎市派遣の引上げ

・保健福祉大学の公立大学法人化

・その他業務見直し
・局への業務移管
	△３

△７

△２

△１５３

△６
△１,５１３
	―
（1,622）

	産業労働局
	
	＋８
	
	△４７
	△３９

	
	・地域未来投資促進法の施行に伴う対応

・国内観光・インバウンド観光の推進

・出先機関の経理部門等支援

・その他業務増
	２

３

１

２
	・産業技術総合研究所派遣の引上げ

・その他業務見直し

・国際文化観光局への業務移管
	△７

△２

△３８
	４９９

（538）

	県土整備局
	
	＋１９
	
	△１４
	５

	
	・オリンピック・パラリンピック業務の推進
・リニア中央新幹線整備の推進

・土砂災害特別警戒区域指定業務の体制強化
・その他業務増
	１

１１

１

６　　　
	・用地業務等の重点配置に向けた整理

・その他業務見直し
	△１０

△４
	１,２４５

（1,240）

	会計局
	
	＋０
	
	△０
	±０

	
	
	
	
	
	７９

（79）

	
	
	
	知事部局計
	△５６

	
	
	
	
	７，３０８

（7,364）

	教　育　局
	
	１２
	
	△１２
	±０

	
	・新まなびや計画推進体制の強化

・入学者選抜業務の対応

・横浜北部方面特別支援学校開設準備等

・歴史博物館再開館に伴う対応
	６

３

２

１
	・横浜給与事務所の廃止

・川崎給与事務所の廃止

・県央教育事務所相模原駐在事務所の廃止
	△６

△３

△３

　
	７６８

（768）

	議会事務局
	増減なし

	選挙管理委員会
	増減なし

	監査事務局
	増減なし

	人事委員会事務局
	増減なし

	労働委員会事務局
	増減なし

	漁業調整委員会事務局
	増減なし


スト批准投票
最終集約：2月14日（水）

☆未提出の方は早急に組合事務所まで


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































